
官民イノベーションプログラムの概要

◼ 平成26年4月、改正産業競争力強化法及び改正国立大学法人法の施行により、国立大学の研究成果を活用する大学発ベンチャーを支援する事
業を行うことを目的とする会社のうち、一定の要件を満たすものに対して、国立大学法人が出資を行いベンチャーキャピタル（VC）を設立し、ファンド
を創設することを可能とする制度（官民イノベーションプログラム）を措置

◼ 国立大学法人における研究成果の実用化を促進し、社会における新たな価値の創造につなげていくため、平成24年補正予算により、高い研究力及
び共同研究実績を有する４つの国立大学法人（東北、東京、京都、大阪）に対して合計1,000億円を国から出資し、特に民間VCがリスク高のた
めに避けがちとなる、足の長いシード段階やアーリー段階の案件を中心に投資を展開

官民ファンドの活用推進に関する関係閣僚会議

文部科学省
国立大学法人評価委員会

（官民イノベーションプログラム部会）

国立大学法人
（東北、東京、京都、大阪）

計1,000.0億円
出資認可 事業計画認定

（経済産業省と共管）

大学発ベンチャー 投資

検証

民間（金融機関等）

254.9億円
※出資決定額

右記の出資に加え、誘発された民間投融資額

2,466.5億円

大学ベンチャーキャピタル（各法人１社、計４社）
（特定研究成果活用支援事業を実施する法人）

出
資

542.9億円
※出資実行済額
※相手方数：217

計2.9億円

ファンド（※）
（投資事業有限責任組合）

計997.1億円
※出資決定額

政
府

出
資

出資

出資

進捗状況を報告

官民ファンドの活用推進に
関する関係閣僚会議幹事会

（2023.3.31現在）

計1,254.0億円

出資

2.0億円
※出資決定額

※現在それぞれで、１号、
２号ファンドを運用中

（125億円、417億円、292億円、166億円）
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